
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
⑩地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

タクシー地域アプリ活用促進事業費
補助金（物価高騰緊急対策）

①物価高騰の影響を受けているタクシー会社の経営安定
化を図るため、タクシーアプリ「こちタク」のタクシークーポン
及び地域通貨のポイントを配付し、タクシーの利用促進及
び消費喚起を図るもの。
②クーポン・ポイント配布経費、アプリ改修経費及び事務費
（補助金）
③補助金（クーポン・ポイント配布軽費98,800千円、アプリ
改修経費29,970千円，事務費10,912千円）
④高知市ハイヤー協同組合等

R8.4 R9.3

2
⑩地域公共交通・物
流や地域観光業等
に対する支援

公共交通施設等整備緊急支援事業
費補助金（物価高騰緊急対策）

①市民生活に密着した公共交通（路面電車・バス）の運行
を維持するため、物価高騰の影響を受ける公共交通事業
者に対して緊急的に安全な運行に必要な設備維持（電停・
バス停・バス車両等）のための支援を行うもの。
②路面電車・バスの設備維持にかかる経費
③補助金213,874千円
　ⅰ）路面電車
　　事業者負担分×10／10
　ⅱ）路線バス
　　事業者負担分×10／10
④とさでん交通㈱

R8.4 R9.3

3
④消費下支え等を通
じた生活者支援

水道料金減免事業負担金（物価高騰
緊急対策）

①②物価高騰の影響を受けている市民生活等を支援する
ため、水道を利用されている全ての契約者に対し、基本料
金の80％を４か月間減免するもの。
③繰出金517,700千円（契約者約138,000世帯（実績に基づ
き試算，官公庁等を除く）、システム改修経費8,700千円）
④高知市上下水道局

R8.4 R9.3

4
⑨中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

町内会活動活性化事業費補助金（物
価高騰緊急対策）

①②公衆街路灯を維持・管理する町内会等の経済的な負
担軽減を図るため、既設蛍光灯をLED化する費用の一部を
補助するもの。
③補助金80,000千円（20千円×4,000灯）
④高知市町内会連合会

R8.4 R9.3

5
④消費下支え等を通
じた生活者支援

防犯対策強化事業費（物価高騰緊急
対策）

①物価高騰下においても犯罪被害を防ぎ、安心で安全な
地域構築を図り、市民の防犯意識の向上や防犯対策の強
化を目的とし、録画機能付きインターホン等の購入補助を
行うもの。
②録画機能付インターホン等の購入費用（購入費用の
1/2、上限10千円）
③助成金（10千円×500世帯＝5,000千円）、事務費50千円
④録画機能付インターホン等を購入した者

R8.4 R9.3

6
⑨中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

物価高騰対策等短期継続融資基金
積立金

①高知市物価高騰等対策短期継続融資の信用保証料へ
の補助金の財源として適正に執行するため、基金に積み
立てるもの。
②③積立金133,252千円（融資総額6,200,000千円×0.45～
1.90％×融資期間―R8分55,521千円）
④高知市（物価高騰対策等短期継続融資基金積立金）

R8.4 R9.3

7
⑨中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

物価高騰対策等短期継続融資保証
料補助金

①物価高騰対策として、事業者の資金繰りの改善を支援す
るため、新たな融資制度として創設する短期継続融資の信
用保証料を助成するもの。
②③補助金55,521千円（融資総額6,200,000千円×0.45～
1.90％×融資期間）
④高知県信用保証協会

R8.4 R9.3

8
⑨中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

商工団体等にぎわい創出事業費補助
金

①②物価高騰の影響を受ける事業者の事業継続支援及び
地域活性化を図るため、商工団体や中小企業団体等が行
うイベントや情報化推進に係る費用の一部を助成するも
の。
③補助金20,000千円（１件1,000千円×20団体）
④中小事業団体等

R8.4 R9.3

9
⑨中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

地域通貨活用事業者支援事業費（物
価高騰緊急対策）

①市内事業者に対する物価高騰対策として、市内小売店
舗等における消費喚起及び地域内での経済循環を目的と
して、地域通貨を活用したポイント還元による地域経済の
活性化を図るもの。
②③委託料（ポイント還元経費60,000千円、事務費10,000
千円）
④高知市内事業者

R8.4 R9.3
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10
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支
援

スマート農業推進事業費補助金（物価
高騰緊急対策）

①様々な物価高騰の影響を受けている農業事業者に対
し、ドローン導入費用について助成を行うことで低コストな
防除作業を維持し、安定的な営農に繋げるもの
②補助金
③補助対象経費（ドローン２台）6,692千円×１／３＝2,230
千円
④農業者

R8.4 R9.3

11
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支
援

水田農業強靭化事業費補助金（物価
高騰緊急対策）

①物価高騰の影響を受けている稲作農家の持続可能な水
田農業の確立に向け、稲作農家が安定した収入を確保で
きる環境を整備する取組を支援するため、機械等の整備や
共同利用施設の高度化に係る費用を助成するもの。
②補助金
③補助対象経費（機械等の整備・共同利用施設の高度化）
125,846千円×補助率（１／４・１／５・１／３・２／３）＝
61,090千円
④農業者

R8.4 R9.3

12
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支
援

園芸品目高温対策事業費補助金（物
価高騰緊急対策）

①物価高騰の影響を受けている園芸農家の夏期の高温に
よる園芸品目の被害を抑制するため、資材導入や新高梨
の高温障害を防ぐための新高梨の改植に係る費用を助成
するもの。
②補助金
③補助対象経費（資材導入）540千円×１／６＋補助対象
経費（新高梨の改植）1,000千円（５千円／株）＝1,090千円
④農業者

R8.4 R9.3

13
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支
援

農業共同利用施設整備事業費補助
金（物価高騰緊急対策）

①物価高騰の影響を受けている稲作関係者の安定的な経
営に繋げ、米の安定供給に資するため、JA高知市高須ラ
イスセンターの荷受から出荷までに必要な検査・籾摺・計量
設備等の改修に係る費用を助成するもの。
②補助金
③補助対象経費280,380千円×6.6％＝18,505千円
④JA高知市

R8.4 R9.3

14
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支
援

園芸品目高温対策事業費補助金（春
野地域・物価高騰緊急対策）

①物価高騰の影響を受けている園芸農家の夏期の高温に
よる園芸品目の被害を抑制するため、資材導入に係る費
用を助成するもの。
②補助金
③補助対象経費（資材導入）1,803千円×１／６＝301千円
④農業者

R8.4 R9.3

15
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支
援

農業水利施設物価高騰緊急対策事
業費補助金

①農業者の負担軽減を図るため、土地改良区が管理する
農業水利施設に要する令和８年４～９月電気料金の高騰
分に対して助成するもの。
②補助金
③電気料金高騰分（令和８年度見込と令和７年度実績の差
額）の１／２
④土地改良区

R8.4 R9.3

16
⑧農林水産業におけ
る物価高騰対策支
援

卸売市場運営費繰出金

①②物価高騰の影響を受けている卸売市場内事業者への
支援として、建物設備使用料を２か月間、水道基本料金の
80％を４か月間減免するもの（公共施設は除く）。
③繰出金22,129千円（建物設備使用料22,000千円、水道料
金129千円）
④卸売市場事業特別会計

R8.4 R9.3

17

⑪推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

公共施設光熱費高騰対策事業

①光熱費高騰の影響を受ける公立学校、図書館及び公民
館等、直接住民の用に供する施設に光熱費高騰相当額を
支援することにより、公共施設の安定的な管理・運営を図
るもの。
②光熱費高騰相当額の支援に係る経費（令和８年４月～令
和９年２月の11か月分の料金について、令和３年度の年間
光熱費を12か月で割った月平均額を上回った分）
③令和７年度充当実績額
④公立学校、図書館及び公民館等、直接住民の用に供す
る施設

R8.4 R9.3
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18
④消費下支え等を通
じた生活者支援

飲料水供給施設物価高騰対策臨時
特例給付金給付事業

①②物価高騰の影響を受けている市民生活等を支援する
ため、水道料金減免事業の恩恵を受けられない上水道未
契約世帯に対して、給付金を給付するもの（公共施設は除
く）。
③給付金16,109千円（2,850円×5,652世帯）、会計年度任
用職員給与費、郵送料、振込手数料等4,940千円
④飲料水供給施設等の維持管理を行う世帯等

R8.4 R9.3


